
行政からのお知らせ

市報たく　2014.39

　財団法人自治総合センターでは、地方自治の振興及
び住民福祉の増進に寄与することを目的に、宝くじの
社会貢献広報の一環である、コミュニティ助成事業を
実施されています。
　平成２５年度に、多久市内で事業の採択を受けた ２ 団
体の取り組みを紹介します。

コミュニティ助成事業
を紹介します■問い合わせ

　総合政策課 男女参画・市民活動推進係　☎７５−２１１６

　経済的理由により就学が困難と認め
られる児童・生徒の保護者に対して、学
用品費や学校給食費などを援助します。

■援助対象
　生活保護法に規定する要保護世帯に
準ずる程度に困窮していると認められ
る世帯。
■申請方法
　教育委員会学校教育課で申請を受け
付けます。また、市内各小・中学校で
も相談できます。
　申請後に定例教育委員会で審査され
決定します。
※�ただし、収入や資産状況等により認

定されない場合もあります。
■援助項目
　学用品費、通学用品費、給食費、新
入学児童生徒学用品費、修学旅行費、
宿泊訓練費、など
■問い合わせ
　教育委員会学校教育課　☎７５−２２２７

　国土交通省佐賀国道事務所が整備を進めている厳木バ
イパスのうち、相知長部田ＩＣ～岩屋ＩＣ間の延長２．１㎞
が平成２６年 ３ 月 １ 日㈯に開通します。
　この開通により厳木バイパスが暫定 ２ 車線で全線開通
することになり、厳木多久有料道路を併せて利用するこ
とで、唐津～多久間の一層の時間短縮が図られ、より便
利になります。

■問い合わせ　佐賀国道事務所計画課　☎３２−１１５１

就学援助制度のご案内

厳木バイパス
相知長部田IC～岩屋IC間が開通します
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平成２５年度に実施した

大野区
コミュニティ広場整備事業

吉の尾区
屋外放送設備整備事業

▲�地域住民の各種行事や交流の
場として活用することにより、
コミュニティ活動の活性化が
はかられます。

▲�地域住民のコミュニティ活
動に係る連絡、災害時など
の緊急を要する場合の一刻
も早い情報伝達に活用する
など、コミュニティ活動の
活性化がはかられます。
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